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岡山県の保育所における食育の実態 
―２００９年と２０１５年の比較―
逸見　眞理子※ 1・焔硝岩　政樹※ 2
The Actual State of Dietary Education in Nursery Schools in Okayama Prefecture
 ― Comparison of 2009 and 2015 ―
Mariko Henmi and Masaki Enshouiwa
　To promote good health, it is necessary for schools to promote healthy eating habits 
in early childhood. In 2009 and 2015, we examineil the actual conditions of dietary 
education at nursery schools in Okayama prefecture.
　Dietary education has steadily advanced in the past six years. The main contents are 
as follows, 1）Nursery schools that are actively developing dietary education promotion 
plans have increased.　2） The number of children receiving dietary education were 
increased. 3）Nursery schools that promote healthy diets in cooperation with outside 
organizations are increasing. 4）Nursery schools with a system to support infant dietary 
education have increased. However, dietary education differed among different regions 
and also differed between public nursery schools to private nursery schools.
　As a countermeasure, we analyzed nursery schools promoting active dietary 
education activities and we also analyzed dietary education activities in areas promoting 
aggressive activities. It is necessary to review the dietary education programs beyond 
the boundaries of public and private nursery schools and it is also necessary to 
strengthen the regional coordination system.
Key words : nursery school, dietary education, cooperation
緒　　言
　近年、国民の食をめぐる環境が大きく変
化し、栄養の偏り、不規則な食事、肥満や
生活習慣病の増加、食の海外依存、食の安
全等、様々な問題が生じている１, ２）。こう
した食をめぐる課題の解決に向けて、2005
年食育基本法が制定、翌 18 年には食育基
本計画が策定され、国民運動として食育が
推進されている。生涯を通じて健康に過ご
すためには、幼児期に望ましい食習慣を身
につける必要がある。
キーワード：保育所、食育、連携
※ 1　本学人間生活学部食品栄養学科
※ 2　岡山県備北保健所
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解析方法
　統計処理として、クロス集計（分割表）
結果について独立性の検定（カイ二乗検定）
を行った。さらに、結果が有意であったも
のについて、残差分析を行い、クロス集計
表のどの値が、全体に比べて有意に比率が
高い、もしくは低いかを個別に分析し、有
意水準 5% 未満を有意差ありとした。統計
解析ソフトは PASW Statistics  18（SPSS
社）を使用した。上記の残差分析の検定に
ついては、さらにエクセル統計 2008 年版
も使用した。
結　　果
食育推進体制
　食育推進体制を 2009 年と 2015 年で比較
すると、職員の研修については、全員に十
分できているは 10 施設（4.7 %）から 8 施
設（3.6%）へ、全員にある程度できているは
69 施設（32.2%）から 59 施設（26.8%）へ、
全員ではないがある程度できているは 114 施
設（53.3％）から123 施設（55.9％）へ、あ
まりできていないは 20 施設（9.3％）から 29
施設（13.2％）へと研修の機会は減少してい
た。会議を通しての食育体制づくりについて
は、十分行っているが 31 施設（14.5％）か
　そこで我々は、岡山県の保育所における
食育推進の実態及び経年変化を把握し、今
後の　食育のあり方について検討した。
方　法
対象・方法
　対象は、岡山県内の児童福祉法第 39 条
に該当する施設の内、乳児・夜間・休止中
を除く施設で、2009 年 396 施設、2015 年
381 施設である。
　調査方法は、2009 年及び 22015 年 2 月
郵送法による自記式アンケート調査を実施
した。実施に際し、文書で調査目的及び結
果は統計的に分析し個別情報として扱わな
いこと、回答しないことでの不利益は生じ
ないこと等を明記し同意を得た施設から無
記名で回答してもらった。回答は 214（2009
年）、220（2015 年）施設から得た。回収
率は 54.0％（2009 年）、57.7％（2015 年）
であった（表１）。
調査内容
　調査内容は、食育推進体制、食育の実施
者・対象年齢、食育活動内容・評価、家庭
への支援、外部機関・団体との連携等、計
47 項目である。
県南東部
圏域
県南西部
圏域
高梁新見
圏域 真庭圏域
津山英田
圏域 未記入 総計
総計 102 59 10 12 28 3 214
公立 64 10 8 12 16 110
私立 37 46 1 12 2 98
61131入記未
総計 85 73 13 14 35 220
公立 50 18 11 13 19 111
私立 32 54 2 1 14 103
6213入記未
2009年
2015年
区分
単位 : 施設
表１　対象施設の属性
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画等に盛り込み済も 18 施設（8.4％）から
45 施設（20.6％）へと増加していた。2015
年を公立私立別（以下「公私別」）にみる
と食育推進計画策定済は公立保育所 93 施
設（83.8％）で有意（p<0.01）に高く、保育
計画等に盛り込み済みは私立保育所 31 施設
（30.1％）で有意（p<0.01）に高かった（表２）。
ら 35 施設（15.9％）へ、ある程度行ってい
るが 141 施設（65.9％）から144 施設（65.5％）
と変化がみられなかったが、あまり行ってい
ないは、25 施設（11.7％）から 37 施設（16.8％）
と有意（p<0.05）に増加していた。食育に関
する計画については、食育推進計画策定済
は 122 施設（57.0％）から171 施設（77.5％）
と有意（p<0.05）に増加しており、保育計
値　P位単n
214 施設 10 69 114 20 1 0.405
％ 4.7 32.2 53.3 9.3 0.5
220 施設 8 59 123 29 1
％ 3.6 26.8 55.9 13.2 0.5
公立 111 施設 2 36 60 13 0 0.249
％ 1.8 32.4 54.1 11.7 0.0
私立 103 施設 5 23 58 16 1
％ 4.9 22.3 56.3 15.5 1.0
未記入 6 施設 1 0 5 0 0
％ 16.7 0.0 83.3 0.0 0.0
n 単位
214 施設 31 141 25 9 8 0.032．
％ 14.5 65.9 11.7 4.2 3.7
220 施設 35 144 37 ＊ 2 2
％ 15.9 65.5 16.8 0.9 0.9
公立 111 施設 17 74 19 1 0 0.816．
％ 15.3 66.7 17.1 0.9 0.0
私立 103 施設 16 67 18 0 2
％ 15.5 65.0 17.5 0.0 1.9
未記入 6 施設 2 3 0 1 0
％ 33.3 50.0 0.0 16.7 0.0
n 単位
214 施設 122 18 65 ＊ 5 4 0.046．
％ 57.0 8.4 30.4 2.3 1.8
220 施設 171 ＊ 45 0 0 4
％ 77.5 20.6 0.0 0.0 1.8
公立 111 施設 93 ＊＊ 14 0 0 4 0.001
％ 83.8 12.6 0.0 0.0 3.6
私立 103 施設 72 31 ＊＊ 0 0 0
％ 69.9 30.1 0.0 0.0 0.0
未記入 6 施設 6 0 0 0 0
％ 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0
独立性の検定 **：1%有意 *：5%有意
食育知識を高める研修 年次別
公私別 カイ二乗値：4.1214
会議を通しての体制づくり 年次別 カイ二乗値：10.5702 自由度：4
公私別 カイ二乗値：0.9352 自由度：3
食育に関する計画 年次別 カイ二乗値：91.7369 自由度：4
公私別 カイ二乗値：3.9778 自由度：1
CramerのV：0.1391
CramerのV：0.1561
CramerのV：0.0664
CramerのV：0.4631
CramerのV：0.1376
十分行って
いる
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あまり行って
いない
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いない その他
単位 : 上段　施設、下段　％
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CramerのV：0.0822自由度：3カイ二乗値：2.9155
食育推進計
画策定済
保育計画等
に盛り込み
済
食育推進計
画策定を検
討
保育計画等
に盛り込む
予定
未記入
自由度：3
表２　食育推進体制づくり
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長以外は増加していた。最も食育を実施して
いる職員は担任保育士で 2015 年では 87.3％
であったが、栄養士等を配置施設における
割合でみると同年で 98.4％となり、栄養士等
の方が高率であった。2015 年の食育実施者
率を公私別にみると主任保育士、担任保育
士、栄養士等は私立保育所の方が高率であっ
た（表３）。
　食育のテーマは、３歳未満児で楽しく食
食育の実施
　食育を実施する者は 2009 年と 2015 年で
比較すると園長が 101 名（47.2％）から 91
名（41.4％）へ、主任保育士 90 名（42.1％）
から 98 名（44.5％）へ、担任保育士 178 名
（83.2％）から192 名（87.3％）へ、管理栄
養士・栄養士（以下「栄養士等」）97 名（45.3％）
から 126 名（57.3％）へ、調理師・調理員
101 名（47.2％）から107 名（48.6％）へと園
214 施設 106 101 90 178 97 101 7 97 0.386
％ 49.5 47.2 42.1 83.2 45.3 47.2 3.3 91.5
220 施設 128 91 98 192 126 107 14 126
％ 58.2 41.4 44.5 87.3 57.3 48.6 6.4 98.4
公立 111 施設 54 47 47 94 54 56 7 54 0.864
％ 48.6 42.3 42.3 84.7 48.6 50.5 6.3 100.0
私立 103 施設 70 43 47 92 68 48 7 68
％ 68.0 41.7 45.6 89.3 66.0 46.6 6.8 97.1
未記入 6 施設 4 1 4 6 4 3 0 4
％ 66.7 16.7 66.7 100.0 66.7 50.0 0.0 100.0
年次別　カイ二乗値：5.2533　自由度：5　CramerのV：0.0661 公私別　カイ二乗値：1.8889　自由度：5　CramerのV：0.0765
単位 : 上段　施設、下段　％
食 育 を 実 施 す る 者
P　値
2009年
2015年
2015年
単位
管理栄養
士・栄養士
（配置施設
における割
合）
管理栄養
士・栄養
士配置施
設数
n区分
園長 管理栄養
士・栄養士
調理師・調
理員
その他担任保育
士
主任保育
士
テーマ n 単位
3歳未満 187 施設 149 93 84 61 51 47 34 33
％ 79.7 49.7 44.9 32.6 27.3 25.1 18.2 17.6
3歳児 202 施設 140 145 112 104 90 53 65 59
％ 69.3 71.8 55.4 51.5 44.6 26.2 32.2 29.2
４歳児 202 施設 128 145 111 116 115 58 72 82
％ 63.4 71.8 55.0 57.4 56.9 28.7 35.6 40.6
５歳児 203 施設 124 135 114 108 132 58 76 113
％ 61.1 66.5 56.2 53.2 65.0 28.6 37.4 55.7
テーマ n 単位
3歳未満 187 施設 33 31 29 24 13 4 3 2
％ 17.6 16.6 15.5 12.8 7.0 2.1 1.6 1.1
3歳児 202 施設 18 64 58 46 34 13 4 7
％ 8.9 31.7 28.7 22.8 16.8 6.4 2.0 3.5
４歳児 202 施設 2 90 75 57 56 26 6 11
％ 1.0 44.6 37.1 28.2 27.7 12.9 3.0 5.4
５歳児 203 施設 6 101 78 87 72 36 18 25
％ 3.0 49.8 38.4 42.9 35.5 17.7 8.9 12.3
調理方
法
食事マ
ナー 衛生
偏食をし
ない
単位 : 上段　施設、下段　％
食材の選
択・購入
方法
地域の
食文化・
行事食
楽しく食
べる
食料の生
産・加工
旬の食材 適量を食べる
規則正し
い食事
栄養のバ
ランス
欠食をし
ない
手作りの
大切さ
生命・食
料の大切
さ
地産地
消
表３　食育を実施する者（複数回答）
表４　年齢別食育のテーマ（2015 年）（複数回答）
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育所は施設は 16 施設（9.8％）から 9 施設
（4.8％）へ減少していた。ある程度成果があっ
た保育所は 96 施設（58.9％）から134 施設
（71.7％）へと有意（p<0.01）に増加していた。
３歳児では、十分成果があった保育所は 28
施設（14.8％）から 11 施設（5.4％）へと減
少していた。ある程度成果があった保育所
は 118 施設（62.4％）から155 施設（76.7％）
へと有意（p<0.01）に増加していた。４歳
児では、十分成果があった保育所は 40 施
設（20.6％）から 33 施設（16.3％）へと減少
し、ある程度成果があった保育所は 115 施
設（59.3％）から140 施設（69.3％）へと増
べる 149 施設（79.7％）、食事マナー 93 施
設（49.7％）、衛生 84 施設（44.9％）の順に、
３歳児で食事マナー 145 施設（71.8％）、楽
しく食べる140 施設（69.3％）、衛生 112 施設
（55.4％）の順で、４歳児で食事マナー 145
施設（71.8％）、楽しく食べる128 施設（63.4％）、
偏食をしない 116 施設（57.4％）の順で、５
歳児で食事マナー135 施設（66.5％）、旬の
食材 132 施設（65.0％）、楽しく食べる124
施設（61.1％）の順であった（表４）。
　食育を実施する保育所は 2009 年と 2015
年を比較すると各年齢で増加していた。食
育の評価は 3 歳未満で十分成果があった保
P　値
2009年 214 施設 163 16 96 4 47 0.009
％ 76.2 9.8 58.9 2.5 28.8
2015年 220 施設 187 9 134 12 32
％ 85.0 4.8 71.7 ＊＊ 6.4 17.1
2009年 214 施設 189 28 118 1 42 0.001
％ 88.3 14.8 62.4 0.5 22.2
2015年 220 施設 202 11 155 12 24
％ 91.8 5.4 76.7 ＊＊ 5.9 11.9
2009年 214 施設 194 40 115 1 38 0.105
％ 90.7 20.6 59.3 0.5 19.6
2015年 220 施設 202 33 140 5 24
％ 91.8 16.3 69.3 2.5 11.9
2009年 214 施設 203 50 115 0 38 0.100
％ 94.9 24.6 56.7 0.0 18.7
2015年 220 施設 209 52 127 5 25
％ 95.0 24.9 60.8 2.4 12.0
独立性の検定 **：1%有意 *：5%有意
3歳児未満
3歳児 カイ二乗値：26.2385 自由度：4 CramerのV：0.1832
4歳児 カイ二乗値：8.7921 自由度：4 CramerのV：0.1054
5歳児 カイ二乗値：8.2312 自由度：4 CramerのV：0.0999
年齢 年 十分成果
があった
ある程度成
果があった
あまり成果
がなかった
単位 : 上段　施設、下段　％
未記入
食育を実
施している
施設
n 単位
食育実施施設の評価
カイ二乗値：13.5041 自由度：4 CramerのV：0.1389
３歳児
未満
３歳児
４歳児
５歳児
n 単位 P　値
施設 59 61 38 23 19 21 15 6 12 36 0.221
％ 27.6 28.5 17.8 10.7 8.9 9.8 7.0 2.8 5.6 16.8
施設 86 57 22 22 21 18 17 3 14 46
％ 39.1 25.9 10.0 10.0 9.5 8.2 7.7 1.4 6.4 20.9
公立 施設 34 32 9 12 12 14 8 1 9 23 0.219
％ 30.6 28.8 8.1 10.8 10.8 12.6 7.2 0.9 8.1 20.7
私立 施設 50 24 12 10 9 4 9 1 5 20
％ 48.5 23.3 11.7 9.7 8.7 3.9 8.7 1.0 4.9 19.4
未記入 施設 2 1 1 0 0 0 0 1 0 3
％ 33.3 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 0.0 50.0
年次別　カイ二乗値：11.8602　自由度：9　Cramer 9：度由自　87378.11：値乗二イカ　別私公1141.0：Vの 　CramerのV：0.1996
単位 : 上段　施設、下段　％
経費が不
足してい
る
職員間の
連携がと
れない
学習効果
が薄い その他 特にない
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足してい
る
知識や情
報が不足
している
準備に時
間がかか
る
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い
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いない
区分
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年
214
220
111
103
6
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2015年
表５　食育の評価
表６　食育を行う上での課題（複数回答）
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17.9％高率であった（表６）。
家庭への食育支援体制
　家庭への食育支 援 体制を、2009 年と
2015 年を比較すると、十分整っているが 2
施設（0.9％）から 7 施設（3.2％）へ 増加
していた。ある程度整っているは 90 施設
（42.1％）から 152 施設（69.1％）へと 2015
年の方が有意（p<0.01）に高かった。公私
別に比較すると整っているという回答は公立
保育所の方が 8.7％高率であった（表７）。
　家庭への食支援の方法は 2009 年と 2015
年を比較すると給食だより等食に関する情報
提供が 186 施設（86.9）から158 施設（71.8％）
へ、給食の実物展示 135 施設（63.1％）から
加していた。５歳児では、十分成果があっ
た保育所は 50 施設（24.6％）から 52 施設
（24.9％）へ、ある程度成果があった保育所
は 115 施設（56.7％）から127 施設（60.8％）
へと増加していた。食育の成果があった施設
は 2015 年の方が高率であり、年齢が高いほ
ど高率であった（表５）。
　食育を実施する上での課題は、2015 年で
は時間が不足している 86 施設（39.1％）、知
識や情報が不足している 57 施設（25.9％）、
準備に時間がかかる 22 施設（10.0％）、場
所がない 22 施設（10.0％）の順に高かった。
この順位は 2009 年も同様であった。最も
高率であった時間が不足しているという課題
を公私別に比較すると、私立保育所の方が
単位 P　値
214 施設 2 90 67 ＊ 15 3 37 0.001
％ 0.9 42.1 31.3 7.0 1.4 17.3
220 施設 7 152 ＊＊ 44 14 0 3
％ 3.2 69.1 20.0 6.4 0.0 1.4
公立 111 施設 4 81 20 5 0 1 0.508
％ 3.6 73.0 18.0 4.5 0.0 0.9
私立 103 施設 2 68 23 8 0 2
％ 1.9 66.0 22.3 7.8 0.0 1.9
未記入 6 施設 1 3 1 1 0 0
％ 16.7 50.0 16.7 16.7 0.0 0.0
.22：値乗二イカ　別次年定検の性立独 6347　自由度　4　CramerのV：0.4962　　
**：1%有意 *：5%有意 公私別　カイ二乗値： 2.3228　自由度　3　CramerのV：0.1049　　
単位 : 上段　施設、下段　％
2009年
2015年
2015
年
n 十分整っている
あまり整っ
ていない
ほとんど
整ってい
ない
その他 未記入区分 ある程度整っている
単位 P　値
214 施設 186 135 133 49 44 42 41 18 0.090
％ 86.9 63.1 62.1 22.9 20.6 19.6 19.2 8.4
220 施設 158 129 125 35 31 55 48 6
％ 71.8 58.6 56.8 15.9 14.1 25.0 21.8 2.7
公立 111 施設 84 65 73 20 18 23 29 0 0.059
％ 75.7 58.6 65.8 18.0 16.2 20.7 26.1 0.0
私立 103 施設 70 62 49 13 12 29 17 6
％ 68.0 60.2 47.6 12.6 11.7 28.2 16.5 5.8
未記入 6 施設 4 2 3 2 1 3 2 0
％ 66.7 33.3 50.0 33.3 16.7 50.0 33.3 0.0
年次別　カイ二乗値：12.3554　自由度：7　CramerのV：0.1005 公私別　カイ二乗値：13.5786　自由度：7　CramerのV：0.1543
単位 : 上段　施設、下段　％
2009年
2015年
2015
年
給食だより
等、食に関
する情報
提供
その他
食に関す
る個別相
談
親子体験
学習
給食の実
物展示
保護者参
観での試
食会
調理実習
保護者研
修会・講演
会の開催
区分 n
表７　家庭への食育支援体制
表８　家庭に対する食の支援方法（複数回答）
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は真庭圏域で連携したことがある施設が有
意（p<0.01）に高く、2015 年は真庭圏域
と津山英田圏域で連携している施設が有意
（p<0.01）に高かった（表９）。　　
　2015 年の連携先は、市町村保健福祉部
局が 66 施設（44.6％）と最も高く、次いで
栄養改善協議会 23 施設（15.5％）、栄養士
会 16 施設（10.8％）の順に高かった。公私
別では、市町村保健福祉部局と回答した施
設は、公立保育所が高かった（表 10）。
129 施設（58.6％）へ、保
護者参観での試食会 133
施設（62.1％）から 125 施
設（56.8％）へ、調理実習
49 施 設（22.9％） から 35
施設（15.9％）へ、保護者
研修会・講演会の開催 44
施 設（20.6％） から 31 施
設（14.1％）へと、支援方
法の上位５項目において６
年間で減少していた。反対
に増加していたものは、食
に関する個別 相談 42 施
設（19.6％） から 55 施 設
（25.0％）へ、親子体験学
習 41 施 設（19.2 ％） から
48 施設（21.8％）の２項目
であった。食支援の方法を
公私別に比較すると、給食
の実物展示、食に関する個
別相談以外の５項目におい
て公立保育所の方が高率で
あった（表８）。
外部関係機関・団体等との連携
　外部関係機関・団体等と連携したことが
ある施設は 2009 年の 98 施設（45.8％）か
ら 2015 年は 148 施設（67.3％）へと増加
していた。公私別に比較すると各年とも
に公立保育所の方が連携したことがある
と回答した施設は有意（p<0.01）に高かっ
た。保健医療圏域別に比較すると 2009 年
値　P値　P
総計 施設 214 98 116 220 148 72
％ 45.8 54.2 67.3 32.7
公立 施設 110 77 ＊＊ 33 0.000 111 89 ＊＊ 22 0.001
％ 70.0 30.0 80.2 19.8
私立 施設 98 20 78 103 56 47
％ 20.4 79.6 54.4 45.6
未記入 施設 6 1 5 6 3 3
％ 16.7 83.3 50.0 50.0
施設 102 53 49 0.001 85 59 26 0.004
％ 52.0 48.0 69.4 30.6
施設 59 15 44 73 38 35
％ 25.4 74.6 52.1 47.9
施設 10 6 4 13 9 4
％ 60.0 40.0 69.2 30.8
施設 12 10 ＊＊ 2 14 12 ＊＊ 2
％ 83.3 16.7 85.7 14.3
施設 28 14 14 35 30 ＊＊ 5
％ 50.0 50.0 85.7 14.3
施設 3 0 3 0
％ 0.0 100.0
独立性の検定 **：1%有意 *：5%有意
公私別　2009年　カイ二乗値：51.2162　自由度　1　CramerのV：0.4962　　
公私別　2015年　カイ二乗値：16.2920　自由度　1　CramerのV：0.2759　　
圏域別　2009年　カイ二乗値：19.1750　自由度　4　CramerのV：0.3015　　
圏域別　2015年　カイ二乗値：15.4470　自由度　4　CramerのV：0.2650　　
連携した
ことが
ない
連携した
ことが
ない
   n
連携した
ことが
ある
連携した
ことが
ある
高梁新見
圏域
真庭圏域
津山英田
圏域
単位 : 上段　施設、下段　％
年5102年9002
未記入
区分 単位
n
県南東部
圏域
県南西部
圏域
区分 P　値
合計 148 66 23 16 15 15 14 13 13 11 11 8 6 5 28
44.6 15.5 10.8 10.1 10.1 9.5 8.8 8.8 7.4 7.4 5.4 4.1 3.4 18.9
公立 89 53 26 12 11 7 9 7 4 7 6 5 5 5 11 0.117
59.6 29.2 13.5 12.4 7.9 10.1 7.9 4.5 7.9 6.7 5.6 5.6 5.6 12.4
私立 56 14 4 6 8 4 5 9 4 4 3 1 0 16
25.0 0.0 7.1 10.7 14.3 7.1 8.9 16.1 7.1 7.1 5.4 1.8 0.0 28.6
10001111123入記未
66.7 0.0 0.0 33.3 0.0 33.3 33.3 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 33.3
単位 : 上段　施設、下段　％
n（連携
した経
験有）
栄養改
善協議
会
栄養士
会
学校・
教育委
員会
地域の
農家
生産団
体（農
協・漁
協）
食品関
連事業
者
市町村
農林部
局
その他
社会福
祉協議
会・保育
協議会
老人ク
ラブ
県農林
部局
地域子
育て支
援セン
ター
市町村
保健福
祉福祉
部局
県保健
部局
（保健
所等）
表 10　連携先（2015 年）（複数回答）
表９　関係機関・団体等との連携
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画に盛り込んだ保育所も 2015 年では増加
し、何もできていない保育所はなくなって
いた。しかし、食育知識を高めるための研
修や会議を通しての食育体制づくりを実施
している保育所は６年間に減少傾向にあっ
た。背景として、2005 年に食育基本法が
制定され、2007 年に財団法人こども未来
財団により保育所における食育の計画づく
りガイド３）が示され、2009 年改定された
保育所保育指針４）にも食育という文字が
明記された。2009 年の本調査時には、保
育所では新たな対策として食育を明確な計
画のもとに実施するための研修を実施し、
各種会議においても協議されていた時期に
あった。2015 年になると食育の計画は策
定できた。そして食育計画をもとに食育を
実施してきたが、職員の研修や会議等の参
加・実施が減少したのは、当初の機運が薄
れてきたのではないかと推察する。2009
年においても研修や会議の実施状況は全員
に十分できている状況ではなかった。生涯
を通じた健康づくりのためには、幼児期に
望ましい食習慣の基礎を作ることがなによ
　外部関係機関・団体等に協力・支援して
ほしいことは食育に関する情報や知識を提
供して欲しい 133 施設（60.5％）、講師を
紹介・派遣して欲しい 66 施設（30.0％）、
体験学習をしてほしい 58 施設（26.4％）、
職員の研修をしてほしい 50 施設（22.7％）、
教材を貸し出してほしい 50 施設（22.7％）
の順であった。公私別に比較すると、食に
関する情報や知識の提供してほしいと職員
の研修をしてほしいは私立保育所が、講師
を紹介・派遣は公立保育所の方が高率で
あった。圏域別に比較すると、食に関する
情報や知識を提供してほしいと講師を紹
介・派遣してほしいは、津山英田圏域で、
体験学習をしてほしいは、真庭圏域で、職
員の研修をしてほしいは、県南西部圏域で
高率であった。
考　察
食育推進体制
　食育推進体制を 2009 年と 2015 年を比較
すると、食育の計画については、独自に
食育推進計画を策定した保育所も保育計
区分 単位 ｎ P　値
総計 施設 220 133 66 58 50 50 29 14 12 11 3 16
％ 60.5 30.0 26.4 22.7 22.7 13.2 6.4 5.5 5.0 1.4 7.3
公立 施設 111 65 37 29 23 25 13 8 7 6 2 6 0.959
％ 58.6 33.3 26.1 20.7 22.5 11.7 7.2 6.3 5.4 1.8 5.4
私立 施設 103 65 27 26 26 23 15 5 5 5 1 9
％ 63.1 26.2 25.2 25.2 22.3 14.6 4.9 4.9 4.9 1.0 8.7
未記入 施設 6 3 2 3 1 2 1 1 0 0 0 1
％ 50.0 33.3 50.0 16.7 33.3 16.7 16.7 0.0 0.0 0.0 16.7
施設 85 51 26 29 15 20 14 4 6 3 0 5 0.216
％ 60.0 30.6 34.1 17.6 23.5 16.5 4.7 7.1 3.5 0.0 5.9
施設 73 44 17 14 23 16 7 3 3 4 2 8
％ 60.3 23.3 19.2 31.5 21.9 9.6 4.1 4.1 5.5 2.7 11.0
施設 13 5 3 3 1 3 1 3 0 0 1 2
％ 38.5 23.1 23.1 7.7 23.1 7.7 23.1 0.0 0.0 7.7 15.4
施設 14 8 3 7 4 3 2 1 0 1 0 1
％ 57.1 21.4 50.0 28.6 21.4 14.3 7.1 0.0 7.1 0.0 7.1
施設 35 25 17 5 7 8 5 3 3 3 0 0
％ 71.4 48.6 14.3 20.0 22.9 14.3 8.6 8.6 8.6 0.0 0.0
　度由自　4417.64：値乗二イカ　別域圏　　4390.0：VのremarC　01　度由自　0237.3：値乗二イカ　別私公 40　CramerのV：0.1625　　
津山英田
圏域
その他 特にない
県南東部
圏域
県南西部
圏域
高梁新見
圏域
真庭圏域
単位 : 上段　施設、下段　％
食育に関
する情報
や知識を
提供して
ほしい
講師を紹
介・派遣し
てほしい
体験学習
をしてほし
い
職員の研
修をして
ほしい
教材を貸
し出して
ほしい
食育媒体
を提供し
てほしい
モデル事
業を実施
してほし
い
食育の媒
体につい
て相談に
応じてほ
しい
施設・場
所を提供
してほし
い
表 11　外部関係機関・団体に協力・支援してほしいこと（2015 年）（複数回答）
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家庭への食育支援
　園児の食を考える時、保育所だけでなく
保護者と連携・協力して食育をすすめるこ
とが不可欠である。2018 年改訂「保育所
保育指針」11）においても保護者に対する
支援を一つの柱として重視している。保育
所は今まで蓄積してきた乳幼児期の食に関
する知識、経験、技術を子育ての一環と
して提供し、保護者と園児の育ちを共有
し、健やかな食文化の担い手を育んでいく
ことが求められている。園児の保護者世代
である 20 歳代 30 歳代は欠食率も高く、望
ましい食事選択能力も他の世代と比べ低
い 12・13）。また園児の食事は保護者の食認識・
食行動に影響すること 14・15）からも、家庭
への食育支援として保育所の果たす役割は
大きいといえる。
　家庭への食育支援体制を整えている保育
所は、６年間に約 20％増えている。食育
支援内容が、2005 年に上位であった給食
だより等食に関する情報提供、給食の実物
展示、保護者参観での試食会が６年後に減
少していた。家庭への支援についても保育
指針に食育が明記された当時の気運が薄れ
てきたのではないかと推察する。
外部関係機関・団体等との連携
　「保育所における食育の計画づくりガイ
ド」16）では、保育所で食育を進めるにあ
たっては、保育関連施設、教育機関、保健・
医療関係機関、食料生産・流通機関等と連
携をとりながら、食育の目標を共有し、地
域における食育のニーズを把握し、それに
基づいて食育の実践を展開することが重要
である。と示されている。
　６年間で外部関係機関・団体等の連携は
着実に進んでいたが、その進展は圏域別、
公立私立別で差が認められた。
　圏域別では、2009 年は真庭圏域が有意
に高く、2015 年は真庭圏域と津山英田圏
りも重要である。職員が連携を密に食育を
実施するためには、全職員に対し十分な研
修と会議での打ち合わせが必要である。　
食育の実施
　６年間で食育を実施する者は園長を除く
職員（職種）で増えていた。最も実施率が
高かったのは、担任保育士だった。しかし、
栄養士等は配置規定５）がなく、全ての保
育所に配置されている訳ではない。配置施
設数で実施率を算出すると栄養士等の食育
実施率が最も高くなった。栄養士等の配置
率は公立より私立の保育所の方が 20％高
く、私立保育所では、栄養士等と担任保育
士が連携して、それぞれの専門性を生かし
て内容を充実した食育ができているのはな
いかと思われる。
　食育の内容は、園児の発育過程に合わせ
年少児では楽しく食べる、食事マナーと
いった食習慣を中心に実施され、年が上が
るにつれ、偏食をしない、栄養バランスな
ど健康、教育といった内容のものが加えら
れている。楽しく食べる、食事マナーが各
年齢で実施率が高かったのは、特別に食育
の時間を設定しなくても、給食時間に手軽
に取り組みやすいからと思われる。食育
の評価は各年齢において約 80％の保育所
において食育の成果があったと回答してお
り、食育計画、保育計画のもと、計画的に
適切な食育を実施している成果といえる。
　食育実施上の課題として、時間が不足し
ている、食育に関する情報や知識が不足し
ている等が上位を占めている。これらの課
題は保健所管内や市町村単位に設置されて
いる食育推進協議会６− 10）やその構成機関・
団体等が研修会・シンポジウムの開催や食
育出前講座、食育媒体の貸し出し等様々な
活動を推進しており、その研修会等に参加
する、出前講座等を上手に活用することに
よりある程度解決できるものと考える。
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村保健福祉部局が最も高かったことから、
公立保育所の主管課が保育所で食育を実施
しているのではないかと思われる。また、
連携先順位２位の栄養改善協議会の重点活
動には食育活動があり、対象を選択するに
あたり、栄養改善協議会の市町村単位の事
務局が市町村保健福祉部部局にあるため、
働きかけやすい公立保育所を選んでいるの
ではないかと推測する。2018 年に改定さ
れる保育所保育指針 24）には、市町村の支
援の下に、地域の関係機関等との日常的な
連携を図り、必要な協力が得られるよう努
めること、とあることからも更なる連携が
望まれる。
　今後、食育推進協議会、行政、ボランティ
ア等において、公立・私立を超えた働きかけ
を行うよう配慮が必要であり、食育を依頼
されやすい環境（体制）づくりが必要である。
まとめ
　生涯を通じた健康づくりのためには、幼
児期に望ましい食習慣を身につける必要が
ある。そこで、我々は、2009 年と 2015 年
に岡山県の保育所における食育推進体制の
実態を把握し、保育所における食育のあり
方について検討した。
　６年間に食育は着実に進んでいた。その
主な内容は次のとおりである。
（１） 食育推進計画を策定し、計画的に食育
を実施している保育所が増えていた。
（２） 関係機関と連携して食育を実施する
保育所が増えていた。
（３） 幼児の家庭への食育を支援する体制
が整った保育所が増えていた。
（４） 食育の実施・連携には地域（圏域）差
や公立・私立保育所で差がみられた。
　今後は、活発な食育活動を推進している
保育所や地域の食育活動を分析し、公立保
育所と私立保育所の枠を超えて、食育推進
体制を見直し、地域での連携体制を強化し
域で有意に高かった。岡山県では、2006
年度以降保健所管内に地域食育推進協議会
が設置され、地域が一体となった食育推進
体制を整え、地域の関係機関・団体が一帯
となって食育を推進する体制づくりを行っ
てきた６・７）。その体制や活動のあり方が
この結果に影響しているのではないかと推
測する。特にいち早く連携をしていた真庭
圏域では、食育推進協議会の構成メンバー
が多く多種であり、保育所園長代表者がメ
ンバーに加わっていることや協議会主催で
食の実態調査、食育出前講座、食育教材の
貸し出し、「真庭の郷土料理」の作成、「食
育チンドン」「野菜のお雛様」を用いて地
域のイベントに参加するなどユニークな活
動 17 − 19）が保育園に伝わっていることが連
携に繋がっていると考えられる。津山英田
圏域については、県南の圏域より保育所数
が少ないこと、食育推進協議会構成団体
の活発な働きかけ 20）によるものと推察す
る。また、2013 年に美作国建国 1300 年記
念事業の一環として郷土料理、食文化等の
紹介がなされた 20）ことの影響も考えられ
る。更に圏域内保育所の半数が所在する津
山市では、保健分野の管理栄養士は子ども
保健部健康増進課食育係に所属し、同部
内に保育所を管轄する子ども課がある 22）。
この子育てに力を入れた組織体制が食育連
携に拍車をかけているものと思われる。人
口 53,356 人の真庭圏域 23）や人口 102,003
人の津山市 23）の食育活動や連携のあり方
を、政令指定都市岡山市を管轄する人口
919,797 人の県南東部圏域 23）にそのままの
形で導入できるとは思わないが、活発な圏
域の活動方法や連携のあり方を分析し、そ
の結果から得られた有用な食育のあり方を
他圏域へと普及することが食育推進の効果
的推進に向けて参考になると思われる。
　公立保育所の方が連携して食育を実施し
ている割合が高かった。連携先として市町
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中食における食環境整備のあり方に関
する検討，2015，日本予防医学会雑誌
第 10 巻 2 号 pp65-77.
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